
1.40

1.50

1.60

1.70

1.80

31,500

32,500

33,500

34,500

35,500

3/17 4/15 5/14 6/12

（%)（ドル）

（月/日）

データ期間：2021年3月17日～6月16日（日次）

ＮＹダウ（左軸）

10年国債利回り（右軸）

(差異) (差異) (差異)

今回 6月 +7.0% +0.5 +3.3% ±0.0 +2.4% +0.2
前回 3月 +6.5% - +3.3% - +2.2% -
今回 6月 4.5% ±0.0 3.8% △0.1 3.5% ±0.0
前回 3月 4.5% - 3.9% - 3.5% -
今回 6月 +3.4% +1.0 +2.1% +0.1 +2.2% +0.1
前回 3月 +2.4% - +2.0% - +2.1% -
今回 6月 +3.0% +0.8 +2.1% +0.1 +2.1% ±0.0
前回 3月 +2.2% - +2.0% - +2.1% -
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＜金融政策に変更なし＞
 FOMC(米連邦公開市場委員会)は6月15～16日の
定例会合で、政策金利を0.00～0.25％に据え置
くことを決定しました。声明文の表現「雇用最大
化とインフレ率が長期的に2％を超える軌道に乗
るまで0％近辺に政策金利を留める」や米国債等
の購入プログラムのガイダンス(指針)に変更はあ
りませんでした。パウエル議長は記者会見で「景
気見通しは、引き続き感染状況に左右されるが、
今年の実質国内総生産(GDP)成長率は、過去数十
年で最も大きなものになる。」と発言をしました。
また、テーパリング(量的緩和策縮小)については
予備的な議論を開始することが示されました。

 公表された経済見通しでは、2021年実質GDP成
長率の見通しが前年比＋7.0％と前回(3月)から上
方修正されました。2022年については変更あり
ませんでした。コアインフレ率(食品とエネルギー
を除く)見通しについては、2021年が同+3.0％、
2022年は同＋2.1％と共に上方修正されました
(図表1)。

＜2023年中の利上げを示唆＞
 景気回復期待が高まる中、注目されたFOMCメン
バーによる「政策金利見通し」(ドット・チャー
ト)では、2023年末までの利上げ見通しを示すメ
ンバーが18人中13人となり、2023年末までに2
回の利上げが示唆される結果となりました。

 足元の米国経済状況を表す各指標を確認すると、
FRB(米連邦準備制度理事会)がインフレ指標とし
ている「食品とエネルギーを除いたコア個人消費
支出(PCE)価格指数(4月)」は、前年同月比で
+3.1％と前月から1.2ポイント上昇しました。
FRBが安定水準と見なす2％を上回りましたが、
FRBは物価上昇は一時的との見方を示しています。
5月雇用統計では、失業率が5.8％と前月から0.3
ポイント改善しました。ワクチン接種の進展など
により雇用環境の順調な改善を示す結果となりま
した。
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 6月FOMCで金融政策の現状維持を決定。FOMCメンバーによる政策金利見通しでは、2023年末までに2
回の利上げが示唆された。

 テーパリングの予備的な議論開始が示され、その開始時期をめぐり神経質な相場展開が続くことが想定される。

図表1：6月経済見通し

図表2：米国株・10年国債利回りの推移

2023年末までに2回の利上げを示唆

＜10年国債利回りは上昇＞
 16日の米国株式市場(NYダウ)は、FOMCで
2023年中の利上げが示唆されたことが、タカ
派(金融引締め推進派)的と捉えられ、下落しま
した。米国10年国債利回りは上昇(価格は低下)
しました(図表2)。

 テーパリングの予備的な議論を開始することが
示され、今後はその開始時期について注目が集
まっていくものと思われます。今回の会合では
2023年中の利上げが示唆されましたが、想定
以上の景気回復が進めば、利上げ時期の前倒し
が意識されるものと思われます。当面はFRB要
人の発言や経済指標をめぐり神経質な相場展開
が続くことが想定されます。

出所）図表1はFRB資料、図表2はブルームバーグデータをもと
にニッセイアセットマネジメントが作成

※失業率の△は改善を示す
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